
06

特集1 住宅産業ビッグバン2011

第1章 2012年を見通す要素

株式会社ビルダーズシステム研究所
代表取締役社⾧

鵜澤 泰功

キーワードはソブリン
リスクと信用収縮

世界同時不況のなか、⽣き残りをかけた
「最後の聖戦」が始まる

2012年という年の読み⽅

2011年のキーワードは何と
言っても「ソブリンリスク（国
家の信用不安）」だろう。
08年のリーマン・ショック
後、多くの国で⾦融政策が行

われた。しかしそれは民間の
負債を国家の負債に「付け替
えた」に過ぎず、ギリシャやス
ペイン、イタリアに波及して
しまった。そしてギリシャ債
務問題が、⽶国の景気後退、日
本経済の更なる落ち込み、更
に世界経済の牽引役であった

中国の不動産バブル崩壊へと
発展。世界経済への不安は一
気に高まった。
2012年という年を読むと

き、2011年と同様に「世界同
時ソブリンリスク」「世界同時
信用収縮」というキーワード
は避けて通れない。ギリシャ
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がデフォルトすれば、日本経
済への影響はリーマン・ショ
ック以上の甚⼤なものとなる。
2012年は世界同時不況の年
となることを覚悟する必要が
ある。

も基軸にはなりえないのだ。
この先に見えるのは「資本
主義に理想郷はあり得ない」
という回答であり、「アメリカ
型の⾃由放任資本主義とは決
別するしかない」という反省
である。
しかし国家による管理経済
に舵が切れるかといえば、そ
うでもない。リーマン・ショ
ックやバブル崩壊への対策と
して世界各国が行ったことは
「民間の債務を国の債務に付
け替えた」ことであり、⼤量の
国の借⾦が、結果としてソブ
リンリスクを高めた。これが
今回のユーロ危機を招いたの
である。

2012年は資本主義の
限界が露呈する年

「資本主義VS社会主義」と
いう対⽴は、1991年ソ連の崩
壊によって資本主義の完全勝
利が確信され、⽶国一極時代
がスタートしたとの見⽅が⼤
半であった。
しかしそれから20年後の現
在、リーマン・ショックからユ
ーロ崩壊危機と、アメリカ的

⾃由放任主義と⾦融資本主義
がもたらした結末に、世界中
が呆然としている。⼈々は「だ
からと言って、社会主義がい
いというわけではないが、資
本主義も勝利したわけではな
い」という思いを強めている。
また、「アメリカ（ドル）と
EU（ユーロ）基軸による世界
秩序」という見通しも、アメリ
カの衰退とユーロの崩壊危機
によって幻想であったことが
露呈してしまった。では、円や
中国（⼈民元）が基軸なるかと
いえばそれもあり得ない。基
軸通貨になるためには他国を
制する圧倒的な国⼒を持つこ
とが前提であり、円も⼈民元

1

産業資本主義の行き詰まりとグローバル化の本質
●産業資本主義の行き詰まりによって、世界中の過剰資本は安い労働力がある場所と高いリターンを生む投資先
　を探して、世界中を動き回っている。結果、日本の労働者は中国やベトナムの労働者と競争することになった

世界的バブル崩壊顕在化
●アメリカサブプライムバブル → リーマン・ショック 
●EUソブリンバブル → ギリシャ・イタリア危機 
●中国不動産バブル → 日本の景気悪化 
●資源国の資源バブル → ？？ 

バーゼル弾力化措置期限切れ

金融円滑化法期限切れ

●国内業務限定銀行に与えられていた
　自己資本規制弾力化措置が期限切れ 
●地域銀行の資本不足が露呈

消費税値上げ不可避へ
●2012～１３年に住宅駆け込み需要

アメリカの衰退とアジアの成長
●もはやアメリカによる世界覇権は
　崩壊した→多極化時代の到来

ＴＰＰ参加による建設ビッグバン
●建設労働者の流入で建設コスト
　デフレはさらに進行する

日本の空洞化進行
●ＴＰＰ参加で農業、建設、医療だけ
　ではなく住宅産業も国際競争にさ
　らされる

中小の淘汰と寡占化進展
●消費税特需取り込みで大手の寡占
　化進展

２０１２年は生き残りをかけた
「最後の聖戦」が始まる年

●信用収縮・不況下の消費税駆け込
　み特需景気
●勝利のポイントは資金力

●不良債権予備軍４４兆円 
●２０１２年は大量倒産の可能性が

更なるデフレの進行
●デフレ＆金利上昇の可能性も 
●環太平洋国際分業進展

2012年を見通すための要素
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済システムを資本主義のみに
一元化させてしまった。その
結果、マネーはより高い利回
りを求めて世界中を動き回る
ことになった。象徴的な出来
事が中国における産業資本主
義による急成⾧である。
産業資本主義とは、「多くの
労働者を安く雇い、機械制工
場で⼤量⽣産を行うことで利
潤を⽣む資本主義」である。ポ
イントは「農村部に余ってい
る安価な労働⼒」の存在だ。こ
れがある限り、都市部での機
械制工場を建てさえすれば、
利潤を⽣むことができた。
ところが、安い労働⼒が枯
渇した先進国では、労働者の
賃⾦が上がり、機械制工場は
利潤の源泉にならなくなって
しまう。その行き詰まりの結
果が「グローバル化」である。
先進国の資本は、もはや国
内では機械制工場に投資して
も利潤が⽣み出せず、まだ産
業資本主義的な経済活動で儲
けられる発展途上国を探して

産業資本主義の結末
としての格差

世界中を動き回っている。こ
れがグローバル化の本質であ
る。
日本やアメリカ等先進国の労
働者は、中国の安い労働⼒と
競争させられることにもなっ
た。彼らの賃⾦が下がり続け
る原因もここにあるのである。
反面、画期的に他との差別
化に成功し、グローバル化の
結果である「世界同一市場化」
のメリットを全面的に享受す
ることに成功したグローバル
企業（マイクロソフト、アップ
ル、グーグル等のIT産業や世
界的⾦融企業、あるいは巨⼤
エネルギー産業や⾃動車産業
等）は恐ろしいほどの利潤を
⽣みだしている。
先進国の20分の１以下とい
う安い労働⼒と競争させられ
る一般労働者がますます貧し
くなる一⽅で、ウォール街や
巨⼤IT企業へ従事することが
できた選ばれた労働者の「豊
かさ」との格差こそが、今回の
デモの根本原因である。

経済危機や⾦融不安を払拭
するために国が財政出動をす
るというこれまでの⽅法は、
国家財政破綻という市場から
の反乱によって、もはや封じ
られてしまった。これまで膨
⼤な財政出動によって無理や
り抑え込まれていたひずみが
一気に露呈し、市場の荒波に
さらされることになった。
2012年は、アメリカ型資本
主義の限界が露呈すると同時
に、日本的官僚（財政）社会主
義も同時に限界が露呈するだ
ろう。これは、官僚社会主義の
おかげでかろうじて⽣き残っ
てきた日本の中小企業（住宅
業界はその代表である）が、本
格的な外海の荒波にさらされ
ることを意味している。

もう一つ着目しておくべき
動向は、「ウォール街を占拠せ
よ」という格差是正を求めて
のデモが、世界的に拡張して
いることである。しかもそれ
に対する市民の支持も急速に
広がっている。これは非常に
注目すべき社会現象だ。
まず、そもそもこの出来事
の経済史的根本要因はどこに
あるのだろうか。私は「資本主
義がもたらす必然的循環現象
としての帰結、資本主義の限
界」だと考えている。
ソ連邦の崩壊がもたらした

「社会主義の敗北」は世界の経

アメリカで巻き起こっている抗議デモ。アメリカ⼈の７割が「デモに賛成」とのアンケート結果も（出所：NHK）
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その意味では産業資本主義
の行き詰まりがもたらす必然
的帰結が格差であり、これを
解消していくためには付加価
値率の高い新たな産業創造を
行うことで「ポスト産業資本
主義」を目指すしかない。
しかしながら日本のような
農耕型製造業⽴国が、IT分野
やファッション分野のような
付加価値率の高い産業を⽣み
出すことは簡単ではない。結
局グローバル化に成功し海外
で稼げる会社に勤める豊かな
層と、発展途上国の安い労働
者と競合せざるを得ない低賃
⾦労働者との２極化が一層進
むことになろう。
2012年という年は、日本の
空洞化と貧富の二極化が許容
範囲を超えるほどに進んでし
まう年になる［図1］。

同盟の新たな枠組として⽶国
が「⽶国と同盟しますか中国
と同盟しますか」と問いかけ
ながら日本へ二者択一を迫っ
ているのであり、どうあがい
てみてもTPPの枠組みに入る
しか日本に選択肢はない。選
挙怖さに反対のポーズをどん
なにしてみても、しょせん結末
は変わらないであろう［図2］。
このTPPは住宅産業へはど
のような影響をもたらすだろ
うか。
住宅産業は現場のある産業
であり、海外の住宅をそのま
ま輸入することはできない。
そのことが、日本の住宅産業
が閉鎖市場のまま国際競争か
ら完全に隔離され保護され続
けた最⼤原因である。　
しかしTPP加盟によって国
際入札が行われるようになれ
ば、当然公共調達へのTPP加
盟国の参入が促進されること
になり、技術⼒に劣る地⽅ゼ
ネコンなどの総合建設業は一

TPP参加で迎える
建設ビッグバン

今話題の「TPP」だが、日⽶

気に仕事を失うことになる。
また条⽂では、TPP加盟国
の国籍を持ち貿易やサービス
提供に従事する⾃然⼈をビジ
ネスパーソンと定義し、当該
⼈の入国を容易にすることが
規定されている。建設労働に
従事するためにTPP加盟国か
ら入国する建設労働者も当然
含まれていると考えられ、ベ
トナムなど新興国から低賃⾦
建設労働者が簡単な入国審査
で建設現場に入ることも可能
となるのではないか。そうな
れば、住宅分野においても低
廉な労働⼒が流れ込むことに
なり、現場のある産業である
ことが非関税障壁となってい
た住宅・建設産業にも黒船が
到来する。
これは住宅価格が更に低価
格化するということであり、
建材メーカーから工事現場コ
ストまで今以上にデフレによ
るコスト対応を求められるこ
とになるということである。
そうなれば、海外⽣産部材（部
品）や外国⼈労働者を効率的
に活用出来る企業が競争優位
に⽴つことになり、住宅業界
の勝ち組と負け組が更に明確
になっていくことが予想され
る。
2012年は、TPPによる住

宅・建設産業がグローバル化
し、より安い⼈件費をうまく
活用して国際分業を進めてい
く住宅企業が登場する元年と
なるのではなかろうか。

2

アジア太平洋地域の「経済連合」

APEC

参加交渉中
日本

カンボジア
ミャンマー（ビルマ）
ラオス

中国
韓国
タイ
インドネシア
フィリピン

シンガポール
ブルネイ

チリ
ニュージーランド

米国
オーストラリア
ペルー
マレーシア
ベトナム

TPP（環太平洋パートナーシップ協定）

ASEAN+3

ロシア  カナダ  台湾  香港  メキシコ  パプアニューギニア

TTPのイメージ　　　　　　　　　　　　　  （2011.11.24現在）
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上記のような世界経済の状
況を冷静に分析し、返す⼑で
日本の置かれた状況を見てい
くと、これまで景気対策の名
のもと財政出動によって支え
られ続けてきた日本の構造的
問題点が、世界規模での信用
収縮、⾦融不安の連鎖によっ
て、とても覆い隠すことがで
きなくなるのが2012年という
年であろう。
これはいわば、グローバル
化しか⽣き残ることが困難な
世界的経済環境にあって、日
本から出ることが難しい農業
や住宅・建設産業などの内需
型産業をどのように支えてい
くのかという問題に直面して
いるということであり、更な
るデフレに耐えていくための
戦略を強く求められていると
いうことでもある。
デフレへの対応策として、
ベトナムの住宅設備工場で日
本⼈の20分の1の賃⾦で⽣産
された部品を、住宅設備メー
カーも商社も経由しないで、
直接住宅会社が輸入し、その
設備の取り付け工事もベトナ
ムの労働者が担うといった
「環太平洋国際購買、国際分業
システム」とでも呼べるよう
な場面が早々に訪れるかもし

れない。
日本の複雑で高コストな住
宅建材流通や、利用価値にも
資産価値にもつながらない非
効率な注⽂住宅産業が、2012
年以降に訪れる「国際分業型
デフレ」の波に見舞われた時
どのように対応していけば良
いのだろうか。考えられる戦
略を以下に挙げる。

①元請からの離脱→元請リス
クに見合うリターンが期待
できなくなる以上、工事会
社としての⽣き残りを図る
ことがより無難か

②垂直統合モデルへの参加→
国際分業が可能な企業グル
ープへの参加（建材メーカ
ーや建材商社の川下組織と
して、ビジネスモデルに組
み込まれる選択）

③⼒のある住宅企業が積極的
に協調し、川下から川上に
上っていくこと（ユニクロ
型モデル）で国際購買が可
能な垂直統合モデル連合組
織を構築する選択

いずれにしても、何もしな
ければデフレの波に飲み込ま
れてしまうだけであり、2012
年の早い段階で上記のような
選択を迫るような経営環境が
訪れることが想定される。

円滑化法失効、弾⼒措置の
期限切れで高まる信用不安

前述のような経営環境が予
想されるなか、最も⼤きくダ
イレクトに住宅企業を襲って
くるのが「亀井モラトリアム」
の終わりであろう。
2010年12⽉、⾦融庁は中小企
業⾦融円滑化法の1年延⾧を
決めた（2012年3⽉まで）。円滑
化法によって膨れに膨れてい
る不良債権予備軍は44兆円と
も言われる（日本経済新聞掲
載記事より）。
特に地銀、第二地銀の不良
債権予備軍の⽐率の高さが目
⽴つ。第二地銀においては、貸
出額の18%以上が不良債権予
備軍であるとの日銀調査は、
かなり深刻な状況を表現して
いる。地銀、第二地銀といった
地域⾦融機関への影響が非常
に⼤きいという現実は、地域
工務店や住宅関連企業へのイ
ンパクトが非常に⼤きいとい
うことでもある。そもそも、こ
のような情報を新聞にリーク
すること⾃体が、これまでの
⾦融庁の⽅針転換を意味して
おり、「中小企業向け不良債権
の先送り路線からの決別準
備」との見⽅ができる。
円滑化法が失効する2012年
3⽉以降、特に9⽉の⾦融機関
中間決算時、そして12⽉の年

世界的信用収縮時代の
到来でデフレが深刻化

第2章 2012年は⾦融⼤混乱の年～中小工務店に訪れる厳しい冬
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党を中心とした反競争主義的
政治家による政治的救済策が
行われたのであろうが、⾦融
危機への対応や東北復興資⾦
の捻出を優先せざるを得ない
現在の政府が、さらに債務肩
代わり的な保護策を続ける余
裕はない。
しかも現在の政治的主導権
は完全に財務省が握ってお
り、円滑化法によって⼤きく
歪んでしまった⾦融行政を修
正するとのメッセージが随所
に表現されている状況にあっ
て、中小企業の資⾦繰りは
2012年末にかけて相当タイト
となることは避けられない。

末資⾦需要時には相当な規模
での中小企業の破綻を覚悟し
なければならない［図3］。た
とえ円滑化法がまた1年継続
したとしても、経営改善がほ
とんど見られない⼤半の企業
は破綻認定せざるを得ない状
況となろう。
そうなれば、⾦融機関の引
当⾦積み上げ額が急増するこ
とになり、地銀、第二地銀、信
⾦、信組の貸出姿勢は急速に
厳しさを増し、中小企業の経
営破綻が更に加速する。特に
住宅・建設企業の⼤半が中小
企業であることから、住宅産
業への影響は想像を超えた規
模になる可能性がある。

さらに、もう一つ2012年に
地域⾦融機関を襲うインパク
トが、バーゼル委員会の定め
る国内業務限定⾦融機関に与
えられた「弾⼒化措置の期限
切れ」である。これによって
⾦融機関は、株や債券の評価
損を⾃己資本から差し引かな
ければならなくなる。
欧州の⾦融不安を受けて株
式市場が総崩れになっている
なかで、多くの地域⾦融機関
は含み損状態となっており、
一層の⾃己資本の毀損がおこ
ることで、貸し渋り、貸し剥が
しが一層厳しく行われること
になろう。
これまでであれば、国民新

3

貸し出しに占める不良債権予備軍の比率

（注）日銀調べ
（注）日銀調べ。全国銀行の合計額。一部要管理先も正常債権に分類しているが、金額が相対的に
　　小さいため、無視した。カッコ内は貸し出しに占める比率

4
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14
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（％）

第二地銀

地銀

大手行

１１/３１０/３０９/３０８/３０７/３２００６/３

中小企業金融
円滑化法施行
（０９/１２）

リーマン危機
（２００８/９）

検査指針緩和
（０８/１１） 銀行の自己査定と国の不良債権基準の相関図（２０１１年３月期）

中小企業金融円滑化法の関連倒産

銀行の自己査定 金融庁の不良債権基準
●破綻・実質破綻先
●破綻懸念先

要管理先以外
（その他要注意先）

}９兆円（2.0％）

４４.３兆円（9.7％）

３.３兆円（0.7％）要管理先

３９８.２兆円（87.6％）正常先

要
注
意
先

灰色債権
（不良債権予備軍）

正常債権

不良債権

0

5

10

15

20
（件） 過去最高

（注）東京商工リサーチ調べ

９７５３１１/１１１９７５３２０１０/１

直近の経済⾦融状況データ （出所：日本経済新聞）
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「スマートハウスに非ざれ
ば住宅に非ず」
最近の住宅メーカーや住設
メーカーの広告表現を見てい
ると、このようにでも言いた
いと思えるほど、スマートハ
ウス一色である。
「未来通信２号」において指
摘したように、スマートハウ
スは⼤⼿設備メーカーやハウ
スメーカー、EV（電気⾃動車）
を推進している⾃動車メーカ
ーには極めて好都合な技術
的、マーケティング的な切り
口なのである。スマートハウ
スによって、住宅は⼤資本型
装置産業（まるで⾃動車産業
やロボット産業の様な産業
構造）となり、⼤⼿連合による

一⽅で、上記のような経済
環境でも日本の円がこれほど
強い最⼤の理由は、しっかり
とした「徴税権の行使が可能
な行政組織」の存在と、現行消
費税率の低さからの「税収増
加余⼒」にあると言われてい
る。この強みに不信感が⽣ま
れれば、日本国債の信用⼒は
一気に⽡解し、国債格下げと

⾧期⾦利高騰、そして財政破
綻へと進んでいく。
そうしないためには徴税の
意思と能⼒を市場にしっかり
と見せておく必要があり、早
ければ2013年4⽉、遅くとも
2013年度中に２%程度の消費
税引き上げを行っておきたい
ところであろう。野⽥［財務省
政権］の危機意識の強さから
見て、2013年度中の消費税値
上げは避けられないとみる。
そうなれば、2012年は消費

税値上げ前の駆け込み需要第
一弾を迎えることになる。つ
まり、住宅会社は⾦融面での
信用収縮の中での消費税値上
特需という極めて⽭盾した現
実と向き合うことになり、資
⾦⼒の差が住宅企業の競争⼒
の差にストレートに反映して
いくだろう。
2012年は更に勝ち組と負け
組に二極化していく業界構造
となることを覚悟する必要が
ある（未来通信1号参照）。

寡占化市場を⽣み出すことが
可能であるとの考え⽅だ。
事実、スマートハウスの推
進を共通テーマとして、積⽔
ハウスと日産⾃動車、トステ
ムINAXとシャープ、積⽔化
学とNEC、ヤマダ電機とエス
バイエル...と数えればきりが
ないほど⼤⼿住宅企業とスマ
ートハウス技術周辺の⼤企業
との提携や買収による合従連
衡が一気に進んでいる。
では、スマートハウスなる
ものを消費者は受け入れるだ
ろうか。私の回答は否である。
上記のように、世界的規模
での信用収縮と雇用不安、所
得低下という状況にあって、
太陽光パネルに蓄電池、スマ
ートメーター…といった高額
設備を一般の住宅ユーザーが
受け入れるとは到底思えな

い。これはスマートハウスを
推進するハウスメーカーも百
も承知であり、「スマートハウ
スでは、快適な⽣活を我慢せ
ず無理なく省エネができま
す。これからはスマートハウ
ス以外、もはや家ではありま
せん」と声高に言いながら、落
としどころは「家電集約住宅」
への追い込みであろう。
「家電集約住宅」とは空調設
備やLED照明、小さな蓄電
池、その他省エネ家電程度の
ものをすべてセットした住宅
である。
つまり住宅だけでは高めに
くい付加価値を、このような
設備をスマートハウスの名の
もとにセット販売していく販
売⼿法である。恐らく消費者
はスマートハウスに⼤きく訴
求され、しかしとても買える

2012年は消費税導入
特需第一弾

第3章 2012年最⼤の対⽴軸、スマートハウスvsパッシブハウス

スマートハウス
推進の意味
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2012年という年の読み⽅

値段ではないと知ると、結果
としてメーカーの進める「家
電集約住宅」を購入するとい
うシナリオなのだろう。

住宅設備をミニマム（極小値）
にした、居住性の高い省エネ
住宅」のことである。
なぜ、パッシブが中小の住
宅会社を救うのか。

①［図4］のように、スマートハ
ウスが左脳的な⽂明志向住宅
であるのに対して「パッシブ」
は右脳的⽂化志向住宅であ
る。従って、住宅設備や装置
に集約した家づくりでなく、設
計思想や暮らし⽅の提案とい
うソフト面での差別化が可能
であり、装置の価格競争にさ
らされることが少ない

②⽂明志向の左脳型顧客より
も、⽂化志向の右脳型顧客の

⽅が良質な顧客が多い

③「パッシブデザイン」の定義
は非常に多様で幅が広い。従
って様々なパッシブ住宅を作
ることができ、各企業のオリ
ジナリティーが発揮しやすい

④スマートハウスの収益構造
が装置や設備販売にあるのに
対して、パッシブ住宅は設計
の工夫や外構、遮光、暮らし
⽅、地域の⾵土などを反映し
たコンサルティングに重点が
あるため、中小企業に適した
収益構造を構築できる

東日本⼤震災をきっかけと
して、消費者意識は一気に省

4

我慢できる範囲
で省エネしよう

お金をかけて無理
なく省エネしたい環境のためなら

死んでもいい

便利・早いが
第一

安くて得なら
こだわらない

高文明志向

高文明志向

大衆志向

大衆志向

４５％
いわゆるローコスト住宅、
パワービルダー住宅

５％
パッシブ原理主義住宅

２０％
パッシブハウス

１０％
スマートハウス

２０％
家電集約住宅

パッシブ住宅の市場ポジション

パッシブハウスが
ビルダー、工務店を救う

スマートハウスを推し進め
る⼤資本装置集約産業連合に
工務店やビルダーはどう対応
していけばいいのか。私は
「パッシブデザイン」がその
切り口になると考える。
パッシブデザイン住宅とは

「敷地条件、気象データ、建物
の性能（気密＋断熱）を細部ま
で考慮して冷暖房負荷を正確
に求め、日射や⾵の流れを利
用できる窓位置にすることで、



14

特集1 住宅産業ビッグバン2011

エネや⾃然エネルギーに向か
っている。この⼤きなトレン
ドのうねりを、住宅産業がど
のような受け⽫で受け⽌める
のかがここ数年の⼤きなテー
マである。
これまで、ほとんど省エネ

や⾃然エネルギーに関心を持
たなかった多くの一般消費者
（最も⼤きいボリューム層）
が、環境やリスク対応という

⼤きな⾵に乗って、スマート
ハウス的左脳市場に流れ込め
ば⼤⼿企業連合に対して有利
となり、パッシブハウスの⽅
に向かえば中小住宅会社にも
勝機が⽣まれる。
その意味では、これまでパ
ッシブ住宅に取り組んできた
一部の住宅企業は、パッシブ
原理主義（⾃分たちの考えだ
けが絶対と考える⼈々）の罠

に陥ることなく、「パッシブと
いう価値を認めてもらう」た
めに協調し、パッシブデザイ
ンへのトレンドを形成してい
く努⼒こそが、⾃分たちが⽣
き残る唯一の⽅法であること
を肝に命じるべきである。
原理主義は破壊しか⽣ま

ず、決して創造にはつながら
ない。それは歴史が証明して
いるのだ。

今回のまとめ

①2012年のキーワードは「ソブリンリスク」。これで世界同時信用収縮が始まる。もはや日本
の護送船団産業保護も限界点に

②2012年3⽉の中小企業⾦融円滑化法失効で12年末にかけて中小企業の⼤量倒産が発⽣。⽣
き残りをかけた「最後の聖戦」が始まる

③2013年度内の消費税引き上げは避けられない。12年は消費税特需第一弾の年へ

④「スマートハウスに非ざれば家に非ず」という⼤⼿連合結成に対して、中小住宅企業はパッシ
ブデザインで対抗すべし。12年はスマートvsパッシブの戦いとなる

MSＪグループ代表

住宅産業研究所でハウスメーカーを中心としたマーケティングコンサルテ
ィングに従事した後、1996年に住宅商品開発や経営戦略、住宅⾦融に関
するコンサルティングや住宅関連のシステム開発コンサル等を主業務とす
る㈱ビルダーズシステム研究所を設⽴。さらに、2000年に住宅性能評価
機関㈱ハウスジーメンを、翌2001年に住宅関連保証会社㈱日本レジデン
シャルファンドを設⽴し、各社の代表取締役に就任。さらに2005年に日
本モーゲージサービス㈱を設⽴して代表取締役に就任した。2011年５⽉
に住宅業界のビジネスプラットフォーム「アカデメイア」を開設。

うざわ・やすのり

鵜澤 泰功


